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障害者障害者障害者障害者施策について施策について施策について施策について 

 

障害者権利条約障害者権利条約障害者権利条約障害者権利条約    
2006 年 12 月 国連総会で条約が採択 

2007 年 9 月 我が国が条約に署名 

2008 年 5 月 条約が発効  

条約締結に先立ち，障害当事者の意見も聴きながら，国内法令の整備を推進してきました。 

2011 年 8 月 障害者基本法障害者基本法障害者基本法障害者基本法改正 

2012 年 6 月 障害者総合支援法障害者総合支援法障害者総合支援法障害者総合支援法成立 

2013 年 6 月 障害者差別解消法障害者差別解消法障害者差別解消法障害者差別解消法成立，障害者雇用促進法障害者雇用促進法障害者雇用促進法障害者雇用促進法改正 

これらの法整備をうけて，国会において議論され， 

2013 年 11 月 19 日の衆議院本会議，12 月 4 日の参議院本会議において全会一致で締結が承認されま

した。 

2014 年 1 月 20 日我が国は「障害者権利条約」を締結し，2 月 19 日に条約は我が国について効力を発生しま

した。 

 

障害者基本法障害者基本法障害者基本法障害者基本法 （昭和四十五年五月二十一日法律第八十四号） 

最終改正：平成二五年六月二六日法律第六五号 

（目的） 

第一条第一条第一条第一条  この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、/ 全ての国民が、障害の有無によつて分け

隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、/ 障害者の自

立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明

らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること

等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。 

（定義） 

第二条第二条第二条第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一  障害者  身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下

「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二  社会的障壁  障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

[改正前改正前改正前改正前    第二条第二条第二条第二条 （定義）  

この法律において「障害者」とは、身体障害、知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるた

め、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう。] 

（地域社会における共生等） 

第三条第三条第三条第三条  第一条に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を

享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを

前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図られなければならない。 

一  全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する

機会が確保されること。 

二  全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会に

おいて他の人々と共生することを妨げられないこと。 

三  全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択

の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図ら

れること。 

（差別の禁止） 

第四条第四条第四条第四条  何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為

をしてはならない。 
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２  社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重

でないときは、それを怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要

かつ合理的な配慮がされなければならない。 

３  国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、当該行為の

防止を図るために必要となる情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（教育） 

第十六条第十六条第十六条第十六条  国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた

十分な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及

び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な

施策を講じなければならない。 

２  国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者である児童及び生徒並びにその保護

者に対し十分な情報の提供を行うとともに、可能な限りその意向を尊重しなければならない。 

３  国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共

同学習を積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しなければならない。 

４  国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並びに人材の確保及び資質の向上、

適切な教材等の提供、学校施設の整備その他の環境の整備を促進しなければならない。 

 

新「障害者新「障害者新「障害者新「障害者基本計画」に関する障害者政策委員会の意見基本計画」に関する障害者政策委員会の意見基本計画」に関する障害者政策委員会の意見基本計画」に関する障害者政策委員会の意見 

平成 24 年 12 月 17 日障害者政策委員会 

Ⅱ 共通して求められる視点 

新基本計画を策定するに当たり、以下に掲げる事項は、全ての施策の策定及び検証に当たって共通

して求められる視点である。 

１、インクルーシブ社会（障害の有無によって分け隔てない社会）の構築１、インクルーシブ社会（障害の有無によって分け隔てない社会）の構築１、インクルーシブ社会（障害の有無によって分け隔てない社会）の構築１、インクルーシブ社会（障害の有無によって分け隔てない社会）の構築 

障害者基本法は、多様性を包摂し、障害の有無によって分け隔てない社会、すなわちインクルーシブ

社会の構築を目指している。今回の改正によって新たに付け加えられた「分け隔てられることなく」「共生

する社会」を全ての施策の共通視点として展開されるようにすべきである。 

２、社会モデルに基づく障害者の定義２、社会モデルに基づく障害者の定義２、社会モデルに基づく障害者の定義２、社会モデルに基づく障害者の定義 

障害者基本法では、障害の社会モデルの視点から、障害について制度の谷間を生じないよう「身体障

害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害」と包括的に規定した上で、障

害者を「障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある

もの」としている。かかる障害者の定義を踏まえた視点が、全ての施策の基本に置かれなければならな

い。 

３、アクセシビリティ（使用したり利用できる状態）の拡大３、アクセシビリティ（使用したり利用できる状態）の拡大３、アクセシビリティ（使用したり利用できる状態）の拡大３、アクセシビリティ（使用したり利用できる状態）の拡大 

障害の社会モデルの視点からは社会環境の整備が重要であり、物理的環境、公共交通、知識、情報、

コミュニケーション、民間サービス、公的サービス、公的手続等へのアクセス（これらを使用したり、利用で

きること）はインクルーシブ社会において障害者が自らの権利を実現するための前提条件であること。 

４、障害者の自己決定の保障と意思決定支援４、障害者の自己決定の保障と意思決定支援４、障害者の自己決定の保障と意思決定支援４、障害者の自己決定の保障と意思決定支援 

障害者の自己決定を保障する観点から、本人の意思を聴き取ること、判断をするために必要な情報を

分かりやすく伝えること(情報のバリアフリー化等）、エンパワメント*の機会が確保されること等による本人

主体の意思決定に向けた支援が重視されなければならないこと。 

５、格差の是正５、格差の是正５、格差の是正５、格差の是正 

全ての障害者施策が、障害者と障害のない人との間に存する格差を是正するものであることを前提とし

て、障害の種別・程度の谷間や男女間の格差を是正するため、谷間に置かれた障害者や女性障害者に

配慮した視点を全ての施策に盛り込むこと、及び地域間の格差の発生を事前に防止し、事後に是正する

ための仕組みを設けること。 

・・・ 
*エンパワメントは、個人や集団が自分の人生の主人公となれるように力をつけて、自分自身の生活や環境をよりコントロールでき

るようにしていくことである。・・・エンパワメントの根底にあるのは、能力や権限は訓練や指導によって後から付加されるものではなく

本人が本来もっているもので、それが社会的制約によって発揮されていなかった。本人が力を発揮できるようにするためには、あら

ゆる社会資源を再検討し、条件整備を行なっていく必要があるという見方である。これは、自立生活運動、セルフヘルプ･グループ

の活動、ストレングスモデル（本人の資源として健康や強さの側面を見るという考え方）等にもつながっている。 

日本障害者リハビリテーション協会 情報センター  http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/glossary/Empowerment.html 
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バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱 

～国民一人ひとりが自立しつつ互いに支え合う共生社会の実現を目指して～ 

内閣府 

I 基本的な考え方 

１．基本認識 

（1）我が国は、65歳以上の高齢者が人口の２割を超えており、さらに、出生率も 1.32（平成18 年の合計特

殊出生率）となるなど、世界でも有数の少子高齢化社会であり、今後、人口減少という局面の中で更なる

少子高齢化の進行が見込まれる。その中で、生活に障壁（バリア）を感じないよう対応を必要とする人は、

今後、さらに多くなるものと考えられる。 

（2）また、人の能力や個性は一人ひとり異なっており、これらの属性がすべて同じ人は存在しない。さらに、

この属性については、年齢や環境の変化等による影響を受けるものであり、同じ人であっても状況によっ

て刻々と変化していくものである。 

（3）したがって、障害の有無や年齢といった個々人の属性や置かれた状況に関わらず、国民一人ひとり

が自立し、互いの人格や個性を尊重し支え合うことで、社会の活動に参加・参画し、社会の担い手として

役割と責任を果たしつつ、自信と喜びを持って生活を送ることができる共生社会の実現に向けた環境を

整備していくことが重要である。 

（4）このため、まずは、障害者、高齢者、妊婦や子ども連れの人などに主な焦点を当て、そうした方々が

社会生活をしていく上でバリアとなるものを除去するとともに、新しいバリアを作らないことが必要である。

すなわち、物理的な障壁のみならず、社会的、制度的、心理的なすべての障壁に対処するという考え方

（「バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー」）とともに、施設や製品等については新しいバリアが生じないよう誰にとっても利用しやす

くデザインするという考え方（「ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザイン」）が必要であり、この両方に基づく取組を併せて推

進することが求められている。 

・・・ 

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号） 

 （行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条第七条第七条第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な

差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としてい

る旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益

を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の

実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

 （事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第八条第八条第八条第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱い

をすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の

表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害するこ

ととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施につい

て必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。 

 

合理的配慮等具体例データ集（合理的配慮サーチ）合理的配慮等具体例データ集（合理的配慮サーチ）合理的配慮等具体例データ集（合理的配慮サーチ）合理的配慮等具体例データ集（合理的配慮サーチ）  >  医療・福祉医療・福祉医療・福祉医療・福祉 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/index.html 

代表的な合理的配慮の例 

 施設内放送を文字化したり、電光表示板で表示したりする 

 車椅子の利用者が利用しやすいようカウンターの高さに配慮する 

 患者が待ちやすい近くの場所で待っていただく 

 外見上、障害者と分かりづらい患者の受付票に連絡カードを添付するなど、スタッフ間の連絡体

制を工夫する 

 障害者に配慮したナースコールの設置を行う 

 障害の特性に応じた休憩時間調整など、ルール、慣行を柔軟に変更する 
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【抜粋】【抜粋】【抜粋】【抜粋】共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育

の推進（報告）の推進（報告）の推進（報告）の推進（報告）     

平成 24 年 7 月 23 日 

中央教育審議会初等中等教育分科会 

1．共生社会の形成に向けて 

（1）共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築 

○1 「共生社会」と学校教育 

○「共生社会」とは、これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害者等が、積極的に

参加・貢献していくことができる社会である。それは、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の

多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会である。このような社会を目指すことは、我が国にお

いて最も積極的に取り組むべき重要な課題である。 

○2 「インクルーシブ教育システム」の定義 

○障害者の権利に関する条約第 24 条によれば、「インクルーシブ教育システム」（inclusive education 

system、署名時仮訳：包容する教育制度）とは、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身

体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目

的の下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が「general education 

system」（署名時仮訳：教育制度一般）から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教

育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。 

○障害者の権利に関する条約第８条には、障害者に関する社会全体の意識を向上させる必要性が示さ

れ、教育制度のすべての段階において障害者の権利を尊重する態度を育成することが規定されている。

こうした規定を踏まえれば、学校教育において、障害のある人と障害のない人が触れ合い、交流していく

という機会を増やしていくことが、特に重要であり、障害のある人と触れ合うことは、共生社会の形成に向

けて望ましい経験となる。 

（2）インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進 

○4 共に学ぶことについて 

○基本的な方向性としては、障害のある子どもと障害のない子どもが、できるだけ同じ場で共に学ぶことを

目指すべきである。その場合には、それぞれの子どもが、授業内容が分かり学習活動に参加している実

感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていけるかどうか、これが最も

本質的な視点であり、そのための環境整備が必要である。 

○共に学ぶことを進めることにより、生命尊重、思いやりや協力の態度などを育む道徳教育の充実が図ら

れるとともに、同じ社会に生きる人間として、互いに正しく理解し、共に助け合い、支え合って生きていくこ

との大切さを学ぶなど、個人の価値を尊重する態度や自他の敬愛と協力を重んずる態度を養うことが期

待できる。 

○障害のある子どもにとっても、障害のない子どもにとっても、障害に対する適切な知識を得る機会を提供

するとともに、バランスのとれた自己理解、達成感の積み重ねから得られる自己肯定感、自己の感情等の

管理する方法を身に付けつつ、他者理解を深めていくことが適当であり、子どもの多様性を踏まえた学級

づくりや学校づくりが望まれる。 

○個々の子どもの障害の状態や教育的ニーズ、学校や地域の実情等を十分に考慮することなく、すべて

の子どもに対して同じ場での教育を行おうとすることは、同じ場で学ぶという意味では平等であるが、実際

に学習活動に参加できていなければ、子どもには、健全な発達や適切な教育のための機会を平等に与

えることにはならず、そのことが、将来、その子どもが社会参加することを難しくする可能性がある。財源負

担も含めた国民的合意を図りながら、大きな枠組みを改善する中で、「共に育ち、共に学ぶ」体制を求め

ていくべきである。 

○障害のある子どもが、多様な子どもの中で共に学び、社会で生きる力を身に付けることと同時に、同じ障

害のある子ども同士が共に学ぶことにより、それぞれの障害固有のコミュニケーション能力を高めるなどし

て、相互理解を深めていくことも重要である。学校教育の場でも学校教育以外の場でも、それらの機会を

提供していくことが重要である。 


